








 

序     文 
 

 タイ王国の人口（6,304 万人：2007 年）の大半は現在でも農業に関係しています。タイ王国政

府は「第 9 次農業開発計画（2002～2006 年）」における農業開発の目標として、「農林水産物及

びアグロインダストリーの競争力強化」「農民組織の強化」及び「農業開発ネットワークの確

立」を挙げ、上記政策を推進してきました。農業分野の協同組合（Agricultural Sector Cooperative）
は、タイ全土で 4,170 組合（2004/12/31 現在）、組合員数は 583 万 1,436 世帯です。農業協同組合

省組合振興局（CPD）は、主として一村一品（One Tambon One Product：OTOP）等の中心的担い

手となる農業協同組合等の共同体の活動促進を所掌し、OTOP 振興を推進してきました。農協傘

下の主な OTOP 活動の担い手は、自主的に組織された組合員世帯の構成員からなる職能グルー

プが、地域に存する知識や知恵・資源を活用した手工芸品や食品加工その他の活動を行っており、

そこから得られる収入は農民の生活水準向上に資しています。しかしながら、活動を始めた多く

の職能グループリーダーには知識・技術・能力が不足し、組織運営が円滑に行われていませんで

した。そのため、CPD は、リーダーシップとビジネススキル、財務管理などを理解した農民の

リーダー育成を目的とし、アグロインダストリーの質の向上、組織強化、農村同士のネットワー

クの強化をめざした協力要請をわが国に提出し、2007 年 3 月 1 日より長期専門家を派遣してプ

ロジェクトが開始されました。 
 プロジェクトの目標は、農村地域における生活改善と所得向上のためのグループリーダーが育

成されることです。「組合組織運営」の長期専門家をはじめとして、これまで、主産地形成・マ

ーケティング・商品開発・人的資源開発・財務管理・生活改善の各分野で短期専門家を派遣し、

リーダー育成のための活動を推進してきましたが、これまでのプロジェクトの実績、成果等を確

認すべく、2009 年 12 月に終了時評価を実施しました。 
 本報告書は同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後のわが国の技術協力活

動に、広く活用されることを願うものです。ここに、本調査にご協力頂いた外務省、農林水産省、

在タイ王国日本国大使館など、内外関係機関の皆さまに深く謝意を表するとともに、引き続き当

機構の活動に一層のご支援をお願いする次第です。 
 
 
 平成 22 年 1 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
タイ事務所長 大西 靖典 
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日本・タイ評価調査団長による署名交換 短期専門家派遣 6 分野における成果品（手引き）

成果 1 に係るニーズ調査報告書 成果 7（ネットワーク化）の好事例：籠作

成グループと布加工グループの合作品 

短期専門家の指導により改善された商品陳列 



 

  



 

略 語 一 覧 
 

略 語 正式名 日本語 

CBD Cooperative Business 
Development office 

組合ビジネス開発事務所 

CPD Cooperative Promotion 
Department 

農業協同組合省組合振興局

CTT Cooperative Technology 
Transfer and Development 
office 

組合技術移転及び開発事務

所 

DAC Development Assistance 
Committee 

開発援助委員会（OECD）

HRD Human Resource 
Development 

人的資源開発 

JTEPA Japan-Thai Economic 
Partnership Agreement 

日本・タイ経済連携協定 

JICA Japan International 
Cooperation Agency 

独立行政法人国際協力機構

MOAC Ministry of Agriculture and 
Cooperatives 

農業協同組合省 

OECD Organization for Economic 
Cooperation and Development

経済協力開発機構 

OTOP One Tambon One Product 一村一品（タイ版） 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・

マトリックス 

PO Plan of Operation 活動計画 

R/D Record of Discussion  討議議事録 
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評価調査結果要約表 
  
 作成日 ： 平成 20 年 12 月 22 日 
 担当部署 ： JICA タイ事務所 

１．案件の概要 

国名： タイ王国 

案件名： 
（和）農業協同組合におけるコミュニティリーダー

育成計画プロジェクト 
（英）Project on Community Leader Development in 
Agricultural Cooperative in Thailand 

分野： 農 業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署： JICA タイ事務所 協力金額（評価時点）：約 1 億 7,000 万円 

協力期間： 
2007 年 3 月 1 日 

～2011 年 2 月 28 日
先方関係機関：農業協同組合省組合振興局（CPD）

１－１ 協力の背景と概要 

タイ王国（以下、「タイ」と記す）の労働人口の約半数（全就業者数の 43.3％：2006
年）は農業関連に関係している。タイ政府は「第 9 次農業開発計画（2002～2006 年）」に

おける農業開発の目標として、「農林水産物及びアグロインダストリーの競争力強化」「農

民組織の強化」及び「農業開発ネットワークの確立」を挙げ、上記政策を推進していた。ま

た農業協同組合省組合振興局（Cooperative Promotion Department：CPD）は、主として一村

一品（One Tambon One Product：OTOP）等の中心的担い手となる農業協同組合等の共同体の

活動促進を所掌し、OTOP 振興を推進してきた。   
農協傘下の主な OTOP 活動の担い手は、自主的に組織された組合員世帯の構成員からなる

職能グループが、地域に存する知識や知恵・資源を活用した手工芸品や食品加工その他の活

動を行っており、そこから得られる収入は農民の生活水準向上に資している。しかしなが

ら、活動を始めた多くの職能グループリーダーには知識・技術・能力が不足し、組織運営が

円滑に行われていなかった。そのため、CPD は、リーダーシップとビジネススキル、財務管

理などを理解した農民のリーダー育成を目的とし、アグロインダストリーの質の向上、組織

強化、農村同士のネットワークの強化をめざした協力要請をわが国に提出し、2007 年 3 月 1
日よりプロジェクトが開始された。組合組織運営の長期専門家をはじめとして、主産地形

成・マーケティング・商品開発・人的資源開発・財務管理・生活改善の各分野で短期専門家

を派遣し、リーダー育成のための活動を推進してきた。 
 
１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
農村地域において、育成されたリーダーの率いたグループがエンパワーされる。 
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（2）プロジェクト目標 
農村地域における生活改善と所得向上のためのグループリーダーが育成される。 

 
（3）成 果 

1）対象グループに関するニーズ及び現状分析調査が実施される 
2）研修プログラムが策定される 
3）リーダー育成研修が実施される 
4）対象グループが活動のモニタリング及び CPD 県事務所にフィードバックできるよ

うになる 
5）すべての関連機関が実施する研修等の対象グループが必要とする情報が県事務所

に整備される 
6）日本で研修を受けたリーダー及び CPD・農協の職員がプロジェクトの研修講師等

の人的資源となる 
7）対象グループのネットワークが構築される  

 
（4）投入（評価時点） 

   日本側： 
長期専門家 1 名 36.00 人目（MM） 機材供与 なし

短期専門家 9 名 31.50MM ローカルコスト負担 約 1,900 万円

本邦研修員受入 69 名   
 
   相手国側： 

カウンターパート配置 19 名 ローカルコスト負担 1,047 万 4,200 バーツ 
土地･施設提供    
（事務所スペース、電気･水道代などを含む） 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長/総括 金森 秀行 JICA 国際協力専門員 
農業協力 小泉 光雄 全国農業協同組合中央会 
協力企画 伊藤 民平  JICA タイ事務所員 
 Ms. Spaporn La_ngao JICA タイ事務所 現地所員 
評価分析 本村 公一 アイ･シー･ネット株式会社 
 Ms. Bubpachart 

Pongtearasarn 
アイ･シー･ネット･アジア株式会社 

 
調査期間 2008 年 11 月 30 日～12 月 15 日 評価種類： 終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクト目標 
指標：育成されたグループリーダーの 50％以上が、そのメンバーに新しい知識と技
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術を伝える。 
研修参加者に対する CPD の質問票調査によれば、研修に参加したグループリーダー

のなかで、質問回答 214 名中、150 のグループリーダー（＝70.1％）が研修で得た知識

を他のメンバーに伝えている。質問回答票によれば、研修参加後、メンバーを集めたミ

ーティングを開催し、研修の内容をメンバーに伝えている。また、専門家がグループを

訪問した際に、メンバーが共同で作業する過程で、研修参加者が研修の内容を伝えてい

るケースがしばしば観察されたとのコメントもあった。ゆえに、プロジェクト目標は達

成されたと判断される。 
 

（2）成 果 
1）成果 1 

指標：プロジェクト開始後 1 年で、対象グループに関するニーズ調査結果とその分

析が取りまとめられる。 
研修参加グループの選定後、CPD は毎年 75 県及びバンコク都の 2 地区（合計 77

グループ）の参加グループに対して、グループの現状、課題、将来計画等を記載し

た報告書の提出を依頼し、ニーズ調査を行っている。これらの報告書を基に CPD
はニーズを分析し、研修プログラム作成、改善を行っている。ゆえに、成果 1 は達

成されたと判断される。 
2）成果 2、成果 3 

指標：研修に参加したリーダーの 60％以上が、プロジェクトで行われた研修内容

に満足する。 
2009 年 10 月に JICA タイ事務所は CPD の協力の下、インパクト調査を実施し

た。調査のなかで、40 名のグループリーダー（研修参加者）に対して研修内容へ

の満足度を質問したところ、44.2％の参加者が「非常に満足」、23.3％が「満足」と

回答した。合計 67.5％の参加者が研修の内容に対して満足していることから、成果

2 及び 3 の指標（60％）は達成されたと判断される。 
3）成果 4 

指標：育成されたグループリーダーの率いるグループの 50％が、1 年間自らの活動

のモニタリングを継続し、結果を報告する。 
グループ活動のモニタリングは、2008 年までは四半期に 1 度、そして 2009 年か

らは毎月実施された。四半期モニタリングでは 21 項目、月次モニタリングでは 7
項目についてモニタリングが実施された。2008 年には 76 グループ、2009 年は 77
グループのモニタリングが行われた。2007 年については、四半期モニタリングが

実施されていたが、調査時点でデータを確認することはできなかった。76 グルー

プ（2008 年）、77 グループ（2009 年）という実績を踏まえ、50％という指標は達

成されたと判断される（全体母数は 2008、2009 年ともに 77 グループ）。 
しかし、上記モニタリングは、グループ自らではなく、CPD の県事務所を通じて

行われている。インパクト調査においては、農村のコミュニティにてグループへの

ヒアリングを行っているが、教育レベル等の問題からグループによっては十分な情
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報を提供できなかったことが指摘されており、こうした事情もあることから CPD
職員がグループの代わりにモニタリングを行っている。農民グループを対象の 1 つ

にプロジェクトを実施するようなケースにて、本プロジェクトのように農民グルー

プの活動モニタリング等のシステマティックなアクションを実施する際は、農民自

身だけではなく行政サイドも絡めたシステムとして設定することが現実的であった

と考えられる。他方で、研修の効果を継続的に把握するという、成果 4 の本質的な

目的は達せられている。したがって成果 4 は実質的に達成されているものの、プロ

ジェクトのデザインの段階でグループのキャパシティを考慮した設計とすることが

望まれた。 
4）成果 5 

指標：プロジェクトの終了時に、対象グループの 30％以上が、CPD 県事務所に整

備された各種情報を活用した経験がある。 
CPD は 2008 年及び 2009 年に質問票調査を実施している。この調査は、CPD が

実施する研修参加者に対して、研修への満足度や、研修成果の活用度合い等を質問

票で聴取したものである。2008 年の調査は 2007 年と 2008 年の研修参加者に対し

て、2009 年の調査は 2009 年の研修参加者に対して実施された。この調査によれ

ば、全体で 91 のグループが CPD 県事務所から情報を受け取ったと回答しており

（2008 年の調査では 49 グループ、2009 年の調査では 42 グループ）、42.5％のグル

ープ（質問票回答数 214 グループ中、91 グループ）が情報を受け取ったこととな

る。したがって成果 5 の指標は達成されたと判断される。 
5）成果 6 

指標：日本で研修を受けたリーダー、CPD 職員及び農協職員の 50％以上が、タイ

国内研修の講師として活用される。 
成果 6 は評価時には達成されていないが、終了時までには達成されるものと推測

される。 
2007 年度に本邦研修に参加したリーダー及び職員 23 名のうち、15 名がタイにお

ける研修のリソースパーソンとして役目を果たしている。同様に、2008 年度につ

いては 23 名中 7 名がリソースパーソンとなっており、合計 47.8％が講師として活

用されている。したがって評価時点では、数字上はわずかに指標（50％）に届か

ず、達成されてはいない。これは、CPD が実施するリーダー向けの研修において、

日本研修参加者による研修科目は 3～4 科目と限られており、研修時間も限られて

いることにも原因がある。ゆえに、研修科目を増やす（例えば、リーダーシップ、

商品開発など）、あるいは研修時間を延長する等の措置を通じて、日本研修参加者

の講師の機会を増加させることが、望まれる。 
6）成果 7 

指標：研修に参加したリーダーの 40％以上が、他のグループとのネットワーク活

動を実施する。 
CPD は、グループ間のネットワークの構築を促進するため、CPD 県事務所を通

じてネットワーク会合を開催している。CPD が実施した質問票調査によれば、回答
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のあった 214 グループのうち 127 グループが県のネットワーク会合に参加している

（2008 年の質問票調査の 65 グループ、2009 年の質問票調査の 62 グループ）。ゆえ

に、59.3％のグループがネットワーク活動を改善しており、成果 7 は達成されたと判

断される。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 
本プロジェクトの妥当性は高い。 
プロジェクト目標と上位目標は、タイ政府の「第 10 次農業開発計画（2007～2011

年）」における戦略の 1 つ「農民や農民組織の能力強化」や、CPD の戦略計画に掲げら

れた「協同組合の発展のためのネットワークグループの促進と支援」との整合性が高

い。また、日本の ODA 政策の観点では「対タイ経済協力計画」において、技術協力の

柱の 1 つである「持続的成長のための競争力強化」に位置づけられる。また、ターゲッ

トグループについても、インパクト調査やフォローアップ調査に基づけば、研修ニーズ

と研修内容にギャップを感じる研修生もいるものの、研修の満足度は高いことから、プ

ロジェクトは彼らのニーズに合致していると判断される。 
 

（2）有効性 
本プロジェクトの有効性は以下の理由から全体として高いと判断できる。 
成果 1～7 のうち成果 6 に未達成の部分があるものの、プロジェクト目標はプロジェ

クト終了までに達成される見込みである。プロジェクト目標と成果の因果関係について

は、詳細に分析すれば、成果 5 の必要性等、若干論理性に欠く部分があるものの、残り

の成果 1～4 及び 6～7 はプロジェクト目標であるリーダー育成に対して必要かつ十分で

あり、全体としては問題ないと考えられる。 
有効性を高めた促進要因としては、CPD 局長がプロジェクトに対する理解があり、プ

ロジェクトの実施を支援したこと、カウンターパートが献身的にプロジェクトに取り組

んだことが挙げられよう。特に後者については、生活改善分野に代表されるよう、短期

専門家の圧倒的な技術力が CPD のカウンターパートを少なからず刺激し、献身的な取

り組みにつながったことが考えられる。 
 
（3）効率性 

本プロジェクトの効率性はおおむね高いと判断できる。 
日本人専門家の派遣はおおむね適切であったと考えられるが、短期専門家の毎回の派

遣期間が技術移転には短すぎた、という意見が複数のカウンターパートからあがった。

また、プロジェクト初期の段階では、短期専門家の専門分野がタイ側の期待と合わない

ケースが散見されたが、プロジェクト後半では、日本側の尽力によりこの点は改善され

た。 
タイ国内研修については、インパクト調査の結果等から、満足できる水準であったと

考えられる。 
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日本研修についても、インパクト調査やフォローアップ調査の結果から、研修生の満

足度が高かったことから、おおむね適切に実施されたと判断される。また、CPD は、毎

回前年の本邦研修の経験を踏まえて、研修計画の調整、研修生の参加促進、研修生間で

の学びの共有、それらを生かしたアクションプラン作成指導などを積極的に行ってお

り、効率性を高めたと考えられる。 
 
（4）インパクト 

プロジェクト目標は、３－１で述べたようにプロジェクト終了までには達成される見

込みであり、リーダーの育成がひいてはグループ・メンバー一人ひとりのエンパワーメ

ントにつながりグループ活動の活性化につながることから、上位目標とプロジェクト目

標は因果関係の観点から関連しているといえる。しかしながら、農村コミュニティ開発

の観点からみると、育成されたグループリーダーの発展と農村地域における知識の普及

は、今後も引き続き CPD によるサポートが重要になるものと思われるが、CPD は継続

的にサポートをする意向であり、上位目標は達成の見込みは高い。 
本プロジェクトでは、既に幾つかの正のインパクトが発生している。 
経済的なインパクトとして、インパクト調査では、研修を受けたリーダーが率いたグ

ループの 50％が、タイ経済の停滞にもかかわらず、収入を向上させたという結果が出

ている。特に日本研修を受けたグループリーダーの能力向上は高く、7 割が増収を実現

し、また他グループへの普及も多様に行われている。 
政治的なインパクトとしては、政策レベルでは大きな影響は出ていないが、生活改善

のカウンターパートが新しいプロジェクトを提案し、予算も承認されている。また、

CPD は同分野の JICA シニアボランティアを要請し、既に派遣されている。 
予期されていなかったインパクトとしては、以下が挙げられる。 

 
① 商品開発分野のカウンターパートが、プロジェクトから学んだことを CPD のウェ

ブサイトにアップするなど広く普及させる取り組みを行っている。 
② 本邦研修の参加者により、ファーマーズマーケットが 3 つの協同組合で立ち上がっ

ている。  
③ 人的資源開発分野において、1 つの協同組合で人的資源開発（Human Resource 

Development：HRD）大学（仮称、HRD University）が始まっており、他の 2 つの共

同組合で開講が計画中である。 
④ プロジェクトを通して、職能グループ・協同組合・CPD の間のコミュニケーショ

ン、関係性、連携関係が改善されている。 
 

また、調査団の現地視察によれば、プロジェクトで研修を受けたグループリーダーた

ちは、「衛生観念」や「食の安全」に関する意識を高めてきており、家庭で食する無農

薬野菜を栽培するなどの機運に結びついている。また、そうしたグループリーダーに率

いられた職能グループは、地域貢献、社会貢献まで活動範囲を広げる意欲が生まれてき

ており、若者と高齢者の交流の場づくり、地域の診療所や学校への寄付、健康管理活動
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などを実施している。 
 

（5）自立発展性 
本プロジェクトの自立発展性は、財政面及び技術面が充足されれば確保されると判断

される。 
 

＜政策面＞ 
リーダー育成研修は CPD の戦略計画と、そしてグループ振興はタイの第 10 次農業開

発計画との整合性が高い。したがって、職能グループのリーダー研修に対する政策面で

の支援は継続されていく可能性は高い。 
＜組織面＞   

CPD は、協同組合及び農民組織の発展・振興を所掌し、3,200 人の人員体制で業務を

行っている。各県に CPD 県事務所をもち、農民グループの支援も展開している。CPD
は、プロジェクト以前も独自で研修を実施してきた経験と実績を備えており、プロジェ

クトによって充実化された研修は継続されていくと考えられる。 
＜財政面＞ 

CPD は、残り 1 年のプロジェクト期間のための予算を独自に確保するために、既に具

体的なアクションを起こしており、2011 年度（タイの会計年度）の計画案づくりも開始

されている。 
＜技術面＞ 

カウンターパートのなかには、CPD 内の技術力不足（特に商品開発やファーマーズマ

ーケットのノウハウ等）を指摘する声もあった。実績の部分で述べたように、元研修生

の 47.8％がリソースパーソンとして CPD の研修に活用されているが、元研修生のすべ

てがリソースパーソンになれるわけではないということも技術面での自立発展性に不安

を残している。また、リーダーについても、同様にリソースパーソンとして活躍してい

る人数はすべてではなく、同様のことがいえる。今後は、相互技術移転に努めることが

望まれる。 
＜社会・文化面＞ 

プロジェクトでは、生活改善促進分野において、健康管理や高齢者福祉がトピックと

して含まれているが、昨今急激に進む高齢化が大きな問題となっているタイにおいて、

右分野に対するニーズへの要求が高まっており、活動を後押しする要素があることか

ら、社会面・文化面でプロジェクトの自立発展性に貢献する要素があるといえる。 
 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

短期専門家について極力同じ人物を繰り返し派遣すべく心がけたことにより、双方の人間

関係構築や意思疎通の円滑化につながった。これによる短期専門家とカウンターパートの良

好な人間関係がプロジェクト活動を円滑に推進するために効果的であった。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

当初、タイ側カウンターパートとの意思疎通に関して言語の壁が存在したが、通訳の配置

や、前述の措置をとったことにより、最終的には阻害要因とはならず、円滑にプロジェクト

が運営された。 
 
３－５ 結 論 

本プロジェクトは、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：
PDM）に若干論理性を欠く部分があったものの、研修を受けたグループリーダーが得た知識

/技術を普及したこと、及びネットワーク化で生産者連携も強化された結果として、プロジ

ェクト目標が達成された。日本研修についても、受講分野の評価に多少の高低はあるが、お

おむね研修内容は高く評価されている。 
特筆すべきインパクトとして、研修を受けたリーダーのグループは、不況下でも 5 割は増

収を成し遂げるという高い業績をあげた。特に日本研修を受けたグループリーダーの能力向

上は高く、7 割が増収を実現し、また他グループへの普及も多様に行われている。CPD の研

修計画では、日本研修はないものの、残るプロジェクト期間の間に更に 1 シリーズの研修を

実施予定である。一方、自立発展性の観点からは、リーダー育成研修に係る CPD の講師人

材育成が実施された。すなわち 6 分野すべてでマニュアル整備とカウンターパートの能力強

化がなされ、各分野のカウンターパートの少なくとも 1 名は既に研修講師として稼動した実

績がある。しかし、カウンターパートの一部に技術力不足が自覚されていることと人事異動

の問題について留意すべきである。後者は、プロジェクトで得た知識・技術を後任に受け継

ぐ十分な期間が確保されないと、人事異動がプロジェクト効果の維持に影響するおそれがあ

ることを示す。最後に、1 年後にプロジェクトが終了したあとのことについて、プロジェク

トで能力強化されたリーダーの自立的発展とその知識/技術の地域コミュニティ全体への波

及を促進するために、これら研修を受講したリーダーの奨励的・資金的・技術的支援システ

ムの構築を考慮すべきと結論した。 
 

３－６ 提 言 

（1）CPD は、日本研修参加者が CPD 研修講師となり、日本で得た知識を職能グループに

対する研修で普及する機会の増加に努める。 
（2）CPD は、技術移転された知識/技術の維持に人事異動が影響しないように、引き継ぎ

期間の確保を考慮する。 
（3）CPD のカウンターパートは、一部にある能力不足を補うために CPD 職員同士の相互

技術移転に努める。 
（4）JICA は、より実務的な研修計画が作成されることを前提として、プロジェクト最終

年における CPD の研修努力を支援・強化するため、日本研修を更に 1 回追加するこ

とを考慮する。実務的研修計画は、職能グループ・農協・CPD の各機関の目的・役

割・ニーズの相違を考慮して研修細目が決められたものをめざすべきである。 
（5）CPD は、プロジェクトで能力強化されたリーダーの自立的発展とその知識/技術の地

域コミュニティ全体への波及促進を目的として、これら研修受講したリーダーに対
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し、引き続き研修や現場訪問等を通じたサポート等の奨励的・資金的・技術的支援シ

ステムの構築を考慮すべきである。 
 
３－７ 教 訓 

（1）成果の達成度（成果 5）及び 5 項目評価（有効性）にて触れたとおり、PDM の目

標・成果・活動間の手段（Mean）－目的（Ends）関係について、論理性と用語法を

より詳細に検討すべきであった。 
（2）PDM の有効性が示唆する目標達成度について、対象グループの潜在的能力をより正

確に調査すべきであった。本ポイントは、成果 4 でも記載したが、農民グループを対

象の 1 つにプロジェクトを実施するようなケースにて、本プロジェクトのように農民

グループの活動モニタリング等のシステマティックなアクションを実施する際は、農

民自身だけではなく行政サイドも絡めたシステムとして設定することが現実的であろ

う。 
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The Summary of Terminal Evaluation 
 Date ： 22 December 2009 
 Issued by ： JICA Thailand Office 

1. Outline of the Project 

Country： Kingdom of Thailand 
Project Name： 
Project on Community Leader Development in 
Agricultural Cooperative in Thailand 

Sector： Agriculture  Cooperation Scheme：Technical Cooperation Project 
Division in 
Charge： JICA Thailand Office Total Cost (at the time of evaluation study)： 

170 million Japanese yen 
Period of 
Cooperation
： 

1 March 2007 – 28 February 
2011 

Implementing Agency： 
Cooperative Promotion Department, Ministry of 
Agriculture and Cooperatives 

1-1 Background of the Project 
Approximately half of labor population in Thailand is engaged in agricultural sector(43.3% in the 

year 2006). The ninth agricultural development plan (2002-2006) included the following goals in 
agricultural development such as (1) Enhancing the competitiveness of agricultural, forestry and 
fisheries commodities and agro-industry, (2) Enhancing farmers' organizations and establishment 
of an agricultural development network that adapts to local traditional knowledge and culture, 
which had been promoted by the Government.  
 The Cooperatives Promotion Department (CPD) of Ministry of Agriculture and Cooperatives 
(MOAC) is in charge of promotion of cooperatives, including Agricultural Cooperatives and 
others, which is the main body of promoting/implementing OTOP (One Tambon One Product) 
activities. The main body of OTOP activities implementation under the Agricultural cooperatives is 
the vocational group, which had been formed voluntarily by cooperatives members. They are 
engaged in food processing activities, production of handicrafts, and so on, by utilizing the local 
knowledge, wisdom and resource, thereby contributing to the increase in their income and living 
standard.  
 However, many group leaders do not have enough knowledge, technique and/or capacity, 
resulting in inefficiency of group management. This made CPD to apply for Japanese technical 
cooperation project, aiming for increase in quality of agro-industry, strengthening of group 
management, and networking of rural farmers, through development of vocational group leaders 
equipped with leadership, business skill and understanding on accounting management. Following 
the request from the Government of the Kingdom of Thailand, JICA started the Project on 
Community Leader Development in Agricultural Cooperative in Thailand (herein after refer to as 
“the Project”) from 1st March 2007. 
 Since the beginning of the Project, JICA dispatched one long-term expert (Cooperative 
Management), and many short-term experts in the fields of “Marketing”, “Better Living 
Promotion”, “Product Development”, “Financial Management”, “Human Resource 
Development”, and “Production Center Formation and Management”, so as to foster 
community leaders.  
 
1-2 Project Overview 
(1)Overall Goal 
The vocational groups led by the leaders are empowered in the rural community.  
(2)Project Purpose 
Community leaders are fostered for improving and promoting rural community.  
(3)Outputs 
1）Needs survey and situation analysis on vocational groups are conducted 
2）The training program is developed 
3）Leader’s trainings are conducted 
4）Vocational groups are able to conduct monitoring on their activities and feedback to CPD 
provincial office 
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5）All necessary information and data such as trainings provided by all agencies for the vocational 
groups are maintained by the CPD provincial offices 
6) Leaders and officers trained in Japan become resource persons of the training in the Project 
7) Vocational group network is developed  
 
(4)Inputs（At the time of Terminal Evaluation） 
Japanese side： 
Long-term Experts 1 person 36.00M/M Equipment N.A. 
Short-term Experts 9 persons 31.50M/M Local Cost about 19 million yen 
Training in Japan 69 persons  

 
Thai side： 
Counterpart Personnel 19 persons Local Cost 10,474,200 Baht
Land and Facility   
(Office space for experts, utility cost included)  

2. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation 
Team 

   
Mr. Hideyuki Kanamori Team Leader JICA Headquarter 

Mr. Mitsuo Koizumi Agricultural 
Cooperation 

JA-ZENCHU 

Mr. Mimpei Ito Cooperation 
Planning 

JICA Thailand Office 

Ms. Supaporn La_ngao
 

Cooperation 
Planning 

JICA Thailand Office 

Mr. Koichi Motomura Evaluation 
Analysis 

IC Net Limited  

Ms. Bubpachart 
Pongtearasarn 

Evaluation 
Analysis 

IC Net Asia 

 
Period of 
Evaluation 

30 November – 15 December 
2009 

Type of Evaluation：Terminal Evaluation 

3. Results of Evaluation 
3-1 Project Achievement 

(1) Project Purpose 
Indicator: As many as 50% or more of the fostered leaders transfer new knowledge or skills to their 
members. 

According to the CPD questionnaire survey, in total 150 group leaders out of 214 (=70.1%) 
replied that they disseminated the knowledge obtained from the training to others. Some leaders 
replied that after participating the training, they held meeting for their members to share the 
contents of the training. In addition, the Japanese Experts observed that the trainees transferred the 
knowledge to other members when they work together. Therefore, the Project purpose has been 
achieved. 
 
(2) Outputs 

1) Output 1 
Indicator: In one year after the project started, the report on needs survey and situation 
analysis on vocational groups (training participants) will be made. 

After selecting the groups to participate in the training, the CPD conducts the needs 
survey of one vocational group every year for total 75 provinces and 2 areas in Bangkok (total 
77), by asking each participating group to submit the report which describes the group present 
situation, problems, and future plans. After collecting these reports, the CPD compiles 
information and utilizes for developing and/or modifying the training program. In conclusion, 
the output1 has been achieved. 
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2) Output 2, Output 3 
Indicator: As many as 60% or more of the leaders who attended training through a year are 
satisfied with the contents of the training. 

JICA Thailand Office conducted the Impact Survey on October 2009, with the support of 
the CPD. In the survey, the satisfaction level was asked for 40 participants (group leaders) for 
each training topic. The result shows that 44.2% of participants expressed “very high” 
satisfaction, and 23.5% of them “high” satisfaction. In total, 67.5% of them were satisfied 
with the contents of training, indicating that the indicator for output 2 and 3(=60%) is 
satisfied. 
 
3) Output 4 
Indicator: As many as 50% or more of the vocational groups led by the leaders who attended 
training through a year continue monitoring of their own activities for a year and reports the 
situation and result. 

Monitoring of the group activities is done quarterly until the year 2008 and monthly from 
the year 2009. The monitoring items were in total 21 for quarterly monitoring and seven for 
monthly. Total 76 groups for 2008 and total 77 for 2009 have been monitored. Although the 
same quarterly monitoring was done for 2007, the data were under confirmation. According to 
the facts of the above 76 and 77groups (the total number of groups is 77 both for 2007 and 
2008), the indicator of 50% is satisfactory. 

However the monitoring is done not by the groups but by the CPD provincial officers. 
The Impact survey, which conducted interview in rural communities, indicates that some 
groups cannot provide information due to their capability. Thus, the CPD provincial officers 
conduct the monitoring instead of the groups. In case farmers’ groups are one of the target and 
such systematic actions as activities monitoring of farmer’s groups are needed in the Project, 
we had to set-up a realistic approach, not only letting the farmers’ groups monitor themselves 
but also involving the governmental side. Nevertheless, the main objective of the Output 4, 
continuous monitoring of the effect of the training, is successfully implemented, so the Output 
4 has been achieved substantially. It indicates consideration of the potential capability of the 
vocational groups when designing the Project. 
 
4) Output 5 
Indicator: As many as 30% or more of the vocational groups (training participants) have 
experience to make use of information that is provided in CPD provincial offices when the 
project is finished. 

According to the CPD questionnaire survey, which had been carried out in the year 2008 
(for the participants of the fiscal year 2007 and 2008) and 2009 (for the participants of the 
fiscal year 2009), total 91 groups replied that they received information from the CPD 
provincial offices (49 groups for the questionnaire of 2008, and 42 groups for the 
questionnaire of 2009). Judging from this number, 42.5% of groups (91 groups out of 214 
groups) have received information from the CPD provincial offices, and it can be judged that 
the Output 5 has been achieved. 
 
5) Output 6 
Indicator: As many as 50% or more of leaders and officers trained in Japan are made use of as 
resource persons of the training in the training in Thailand. 

Output 6 has not yet been achieved, but likely to be achieved within the remaining one 
year. 
Among the leaders and officers trained in Japan during Japanese Fiscal Year (JFY) 2007, 15 
persons out of 23 became the resource persons of the training in Thailand. Likewise, 7 persons 
out of 23 who were trained in JFY 2008 became the resource persons. In total, 47.8% of 
participants were made use of as resource persons. Judging from this number, the Output 6 has 
not yet been achieved at the stage of the terminal evaluation, although the figure is slightly 
lower than the indicator (=50%). Since the training contents of trained participants in Japan 
have been limited to three or four items and the presenting hours were also limited in the CPD 
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training of vocational group leaders, the percentage of working as resource persons to the total 
number of trained participants is low. The opportunities for trained participants in Japan should 
be increased by adding other training contents such as leadership, product development, etc. 
and/or by increasing their presentation hours. 
 
6) Output 7 
Indicator: As many as 40% or more of the leaders who attended training through a year 
improve network activities with other groups. 

To accelerate the networking activities, CPD conducts the Provincial Network Meeting 
through CPD provincial office. According to the CPD questionnaire survey, in total 127 out of 
214 groups replied that they participated in the provincial network meetings (65 groups for the 
questionnaire of 2008, and 62 groups for the questionnaire 2009). Judging from this number, 
59.3% of groups have improved network activities, and it can be judged that the output 7 has 
been achieved. 

 
3-2 Summary of Evaluation 

(1) Relevance 
For the following reasons, the Project is judged to be of high relevance.  
The Project purpose and Overall goal of the Project are consistent with one of the main goals in 

agricultural development of Thailand such as “Enhancing the farmers and farmers’ groups” which is 
focused in 10th Agricultural Development Plan (2007-2011) as well as CPD strategic plan (2007-
2011). The Project is also consistent to Japanese aid policy, in which the Project is positioned as one 
of the priority areas of technical cooperation, “Enhancement of competitiveness for sustainable 
development”, on “Economic Cooperation Plan for the Kingdom of Thailand” drafted in May 2006. 
As for target group, Impact survey and Follow-up survey indicate that majority of the trainees are 
satisfied with the trainings by the Project, although some felt the gap between their needs and 
training contents by the Project in terms of adaptability of the knowledge to their groups. 

 
(2) Effectiveness 

The effectiveness of the Project is at a satisfactory level, judging from the following reasons. As 
described in the Achievement, the Project purpose is expected to be achieved. It will be realized if 
Outputs 1-7 are achieved. It can be judged that causal relationship among Outputs and Project 
purpose is almost logical as a whole, although partial illogicality among them could be found in the 
detailed analysis (such as the necessity of the Output 5). As for promoting factors, Director General 
has deeply understood the Project content and has supported the implementation of the Project, and 
counterparts of the CPD central office have devoted themselves to the Project. For the latter aspect, 
especially in the case of Better Living Promotion, outstanding expertise of the short-term expert 
stimulated the CPD counterpart, which led to the strong commitment of them. 

    
(3) Efficiency 

The efficiency of the Project is generally high.  
The dispatch of Japanese experts can be judged appropriate except for the following cases. The 

dispatch periods of some experts were too short and limited for technology transfer according to the 
counterparts. At early stage of the Project, the fields of expertise of some short-term experts were 
partly different from the expectations of Thai side. They were amended in the latter stage of the 
Project. 
Trainings in Thailand are considered appropriate at satisfactory level according to the Impact survey. 
Trainings in Japan were considered appropriate according to the interviews with counterparts and 
Follow-up survey. Most of the participants are satisfied with the trainings in Japan as a whole.  

 
(4) Impact  

As stated above, the Project Purpose is likely to be achieved by the termination of the Project. 
Fostering of group leaders will lead to the empowerment of group members, thereby activating the 
groups. Therefore, the Project Purpose is likely to contribute to the achievement of Overall Goal, but 
in terms of rural community development, continuous support from CPD will be important for the 
development of groups and expansion of knowledge/skill. CPD has an intension to continue the 
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support and the Overall Goal is likely to be achieved. 
The Project has already produced some positive impact, which is either expected or unexpected. 
As the economic impact, the result of Impact Survey (on sampling) done by the Evaluation Team 

(hereinafter referred to “the Team”)  indicates that 50% of the groups led by the trained leaders 
increased their income in spite of the economic recession of Thailand. Furthermore, the ratio for the 
Ex-Japan trainees is even higher to be around 70%. 

As for the political impact, there is not specific influence on policy level from the Project, but 
counterpart of Better Living Promotion proposed the new project and it has been approved and the 
budget has been delivered. In addition, the CPD requested a Senior Volunteer on the Better Living 
Promotion, and she has been dispatched. 

With regard to the unexpected impact, the followings are raised.  
- Counterparts of Product Development consciously have shared knowledge through visit to 

producers and publicized their report on the CPD website.  
- Farmers Market has been started at three cooperatives initiated by the participants of the 

trainings in Japan.  
- In the field of Human Resource Development (HRD), HRD University (tentative naming) has 

been started at one model cooperative, and planned to be opened at other two cooperatives.  
- Through the trainings by the Project, it seems that the vocational groups, cooperatives, and the 

CPD improve their communication, relationship and cooperation.  
 

According to the on-site survey by the Team, it appears that trained leaders have recognized the 
importance of hygienic concept and food security leading to cultivate organic vegetables. In addition, 
the vocational groups led by the trained leaders have been actively involved in contributions to 
society such as interaction between youth and the elderly, donation to the local clinic and school, and 
health management activities.  

    
(5) Sustainability 

The prospect of the Project’s sustainability will be possible if conditions in terms of financial and 
organizational aspects are satisfied as follows. 
 
<Political aspects> 

Leader training is still in line with the Strategic Plan of the CPD, and the promotion of group 
activity is one of the main goals in 10th Agricultural Development Plan of Thailand. Thus, it implies 
the continuity of the political support to the Project. 
 
<Organizational aspects> 

The CPD is in charge of promotion of cooperatives and farmers group activities. It has 
approximately 3200 staffs. In each Province, there is a CPD provincial office to support the farmers’ 
groups. The CPD have managed the training programs even before the Project, so their enriched 
trainings through the Project will be sustained after the Project.  
 
<Financial aspects> 

The CPD has taken concrete actions to secure the budget for the remaining one year of the Project, 
and drafting a plan for trainings of vocational groups on Thai fiscal year of 2011 has started to be 
prepared.  
 
<Technical aspects> 

Some counterparts mentioned partial lack of technical knowledge (such as product development and 
farmers’ market). As shown in the Output 6 at table of achievement indicates the 47.8 % of the 
trainees has been engaged in the CPD training. However, not all trainees who joined the trainings in 
Japan have been resource person. The situation is also the same in the case of group leaders. Thus, it 
is advised to mutually transfer their knowledge. 
 
<Social and cultural aspects> 

In the Project, Health management and Welfare for the elderly were included in the field of Better 
Living Promotion. Aging problem is becoming a hot issue in Thailand nowadays, so that the needs 
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for this field is growing up, which can be contributed to sustainability of the Project in terms of 
social and cultural aspects.  

  
3-3 Conclusion 

The Project has almost achieved the project purpose as the results of the activities that the trained 
group leaders have disseminated the obtained knowledge/techniques and the production networks 
among the leaders have been developed, despite the partial illogicality on the PDM. Those training 
effects in Japan, in particular, have been highly appreciated despite uneven score of participant 
evaluation. The 50% of vocational groups led by the CPD training participant have increased their 
income despite the economic recession of Thailand. On the participants of training in Japan, 70% of 
the groups led by the participants have increased their income and the participants have disseminated 
the obtained knowledge/techniques to other vocational groups by various ways. The CPD training 
plan is continued for one more year without training program in Japan. On the counterparts training 
from the viewpoint of sustainability, the CPD staffs have been fostered to be trainers of the CPD 
training. Capacity building and provision of manuals have been carried out for the six fields, on 
which at least one counterpart per field has worked as a trainer.    Two points are noted in the 
evaluation survey to maintain the Project sustainability, i.e. partial lacks of their project capabilities 
and the personnel transfer. Personnel transfer may influence to sustain the effects of the Project 
without considerations of the transition period. Furthermore, providing a support system for these ex-
trained participants on vocational group leaders has to be considered for the post-Project phase in 
terms of facilitation, funding and technical transfer, in order to accelerate the further development of 
the fostered leaders and expansion of their knowledge/techniques over the rural community. 

 
3-4 Recommendations 

In order to enhance achieving the overall goal, the followings are recommended. 
① The opportunities working as resource persons will be increased for trained participants in Japan 

to disseminate their knowledge in the CPD training of vocational group leaders.  
② In case of personnel transfer, transition period will be considered to avoid any influence to 

sustain the knowledge/techniques. 
③ The lack of partial capability will be supplemented by transferring their knowledge among the 

counterparts. 
④ One more training in Japan will be considered to enhance the CPD training effects in the fourth 

year, based on the more practical training plan from the CPD. The training plan contents should 
be specialized to the purpose, role and needs of each category of participants, i.e. vocational 
groups, agricultural cooperatives and the CPD staffs.  

⑤ In order to accelerate the development of the fostered leaders and expansion of their knowledge 
over the rural community, establishing a supporting system should be considered by CPD after 
the Project in terms of facilitation, funding and technical transfer.  

 
3-5 Lessons Learned 

① The PDM’s logicality could have been examined in more detail on the causal relationship among 
project purpose, outputs and activities, and word usages. 

② The PDM’s effectiveness would have been more precisely studied on the potential capability of 
target groups. 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 
「タイ王国農業協同組合におけるコミュニティリーダー育成計画プロジェクト」は、2007 年

2 月 20 日に署名された討議議事録（Record of Discussion：R/D）に基づき、2007 年 3 月 1 日から

4 年間の予定で開始された。本調査団は、本プロジェクトが 2011 年 2 月末に終了することを見

据え、タイ王国（以下、「タイ」と記す）側実施機関である CPD と合同で終了時評価を行うため

に派遣された。 
本終了時評価の目的は下記のとおりである。 
① PDM に基づき、プロジェクト開始から現在までの実績と実施プロセスを確認する。 
② 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び自立発展性）に沿って、プロジ

ェクトを総合的に評価する。 
③ 上記①及び②に基づき、プロジェクト終了までの提言、他の類似案件に活用できる教訓

を導き出す。 
 ※なお、日本・タイ経済連携協定（Japan-Thai Economic Partnership Agreement：JTEPA）関連案件であり、協力の成果

を適切に残すことも考慮し、小規模案件にもかかわらずあえて本格的な評価を実施した。 

 
１－２ 調査団の構成と調査期間 

１－２－１ 調査団の構成 
本調査団の構成は表１－１のとおりである。 

 
表１－１ 団員構成 

 氏 名 所 属 

団長/総括 金森 秀行 独立行政法人国際協力機構 国際協力専門員 

農業協力 小泉 光雄 全国農業協同組合中央会 

伊藤 民平 独立行政法人国際協力機構 タイ事務所員 協力企画 

Ms. Supaporn La_ngao 独立行政法人国際協力機構 タイ事務所 現地所員

本村 公一 アイ・シー・ネット株式会社 評価分析 
 Ms. Bubpachart Pongtearasarn アイ・シー・ネット・アジア株式会社 

 
１－２－２ 調査期間 

本調査は、2009 年 11 月 30 日～12 月 15 日にかけて実施された。具体的なスケジュールは表

１－２のとおりである。 
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表１－２ 日 程 

日数 日 付 時 間 スケジュール 

1 11 月 30 日～12 月 7 日 
カウンターパートやプロジェクト専門家へのインタビュー

調査 

午 前 
JICA タイ事務所との打合せ 
CPD 表敬 2 

12 月 
8 日 

火 
午 後 収集した情報に関する確認 

午 前 グループ 1：実績に関する協議 グループ 2：現地視察 
3 9 日 水 

午 後 
グループ 1：実施プロセスに関

する協議 
グループ 2：現地視察 

4 10 日 木 終 日 評価 5 項目に基づく評価作成  

5 11 日 金 終 日 5 項目評価に関する協議 

6 12 日 土 終 日 ミニッツ及び評価報告書案作成 

7 13 日 日 終 日 ミニッツ及び評価報告書案作成 

8 14 日 月 終 日 ミニッツ及び評価報告書に関する協議 

午 前 ミニッツ及び評価報告書に関する確認 
9 15 日 火 

午 後 ミニッツ及び評価報告書の署名 
 
１－３ 対象プロジェクトの概要 

タイの労働人口の約半数（全就業者数の 43.3％：2006 年）は現在でも農業関連に関係してい

る。タイ政府は「第 9 次農業開発計画（2002～2006 年）」 における農業開発の目標として、

「農林水産物及びアグロインダストリーの競争力強化」「農民組織の強化」及び「農業開発ネッ

トワークの確立」を挙げ、上記政策を推進していた。農業分野の協同組合は、タイ全土で 4,170
組合（2004/12/31 時点）であり、組合員数は 583 万 1,436 世帯である。CPD は、主として OTOP
等の中心的担い手となる農業協同組合等の共同体の活動促進を所掌し、OTOP 振興を推進してき

た。   
農協傘下の主な OTOP 活動の担い手は、自主的に組織された組合員世帯の構成員からなる職

能グループが、地域に存する知識や知恵・資源を活用した手工芸品や食品加工その他の活動を行

っており、そこから得られる収入は農民の生活水準向上に資している。しかしながら、活動を始

めた多くの職能グループリーダーには知識・技術・能力が不足し、組織運営が円滑に行われてい

なかった。そのため、CPD は、リーダーシップとビジネススキル、財務管理などを理解した農

民のリーダー育成を目的とし、アグロインダストリーの質の向上、組織強化、農村同士のネット

ワークの強化をめざした協力要請をわが国に提出し、2007 年 3 月 1 日より長期専門家を派遣し

てプロジェクトが開始された。プロジェクト目標は、農村地域における生活改善と所得向上のた

めのグループリーダーが育成されることである。「組合組織運営」の長期専門家をはじめとして、

主産地形成・マーケティング・商品開発・人的資源開発・財務管理・生活改善の各分野で短期専

門家を派遣し、リーダー育成のための活動を推進してきた。 
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１－４ 主要面談者リスト 
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第２章 評価の方法 
 

本終了時評価では、JICA 事業評価ガイドライン改訂版（2004 年 2 月）に基づき、プロジェク

ト開始から約 7 カ月後の 2007 年 10 月に合意された PDM を用いて、①実績の確認、②実施プロ

セスの確認と検証、③評価 5 項目による価値判断を行ったうえで、④提言と教訓を抽出した。詳

細は以下のとおり。 
① 実績の確認：投入、成果、プロジェクト目標の達成度、上位目標の達成見込みの確認 
② 実施プロセスの確認と検証：実施プロセスに関する情報（活動の実施状況、プロジェク

トマネジメントなど）の確認と検証 
③ 評価 5 項目による価値判断：経済協力開発機構（Organization for Economic Cooperation and 

Development：OECD）開発援助委員会（Development Assistance Committee：DAC）で提唱

された評価 5 項目（表２－１参照）に基づく評価設問の確認と価値判断 
 

表２－１ 評価５項目 

妥当性 プロジェクト目標、上位目標がプロジェクトの対象グループのニーズ、相手

国側の政策、日本の援助政策との整合性があるかなど、援助プロジェクトの

正当性、妥当性を問う。 

有効性 プロジェクトの実施により、対象グループに便益がもたらされているかを検

証し、プロジェクトが有効であるかどうかを判断する。 

効率性 プロジェクトの資源の有効活用という観点から効率的であったかどうかを検

証する。 

インパクト プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的な効果や波及

効果をみる。 

自立発展性 援助の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するかを問う。 

 
④ 提言と教訓の抽出：プロジェクトに対する提言と、類似案件に適用可能な教訓の抽出 

 
２－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本終了時評価での評価設問と必要なデータ・評価指標は、評価グリッド（付属資料「１．ミ

ニッツ」）に示したとおりである。なお、評価設問とは、「評価で何を知りたいのか」を具体的に

表したものであり、必要なデータ・評価指標とは、その評価設問に対して答えるために必要なデ

ータや、判断基準となる指標を指す。 
 
２－２ データ収集方法 

２－１で述べた必要なデータの収集方法は以下のとおりである。データの収集にあたっては、

調査者と回答者の偏向を軽減し、信憑性の高いデータを入手するために、できるだけ複数の異な

るデータ収集方法を組み合わせるよう留意した。それぞれの収集方法ごとの情報源は、表２－２

に示した。 
① 文献・既存資料調査（プロジェクトの報告書類、モニタリング記録など） 
② 質問票調査（基本的に自記式及び自由回答方式、必要に応じて電話にてインタビュー） 
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③ インタビュー調査（半構造化インタビュー、非構造化インタビュー） 
④ 直接観察（ターゲットグループなどを訪問、グループ活動を視察） 

 
表２－２ データ収集方法と情報源 

データ収集方法 情報源 

① 文献・既存資料調

査 
プロジェクト事前評価調査報告書、プロジェクト運営指導調査報告

書、プロジェクト実施運営総括表、JICA タイ事務所によるインパク

ト調査報告書、CPD が実施したニーズ調査・質問票調査結果 

② 質問票調査 プロジェクト専門家及びカウンターパート、タイ国内研修・本邦研

修の元研修生〔本報告書では、調査団がタイ国内研修・本邦研修の

元研修生に対して行った質問票を「フォローアップ調査」（Follow-up 
survey）と、2008 年及び 2009 年に CPD が実施した質問票調査を

「CPD 質問票調査」と記している〕 

③ インタビュー調査 プロジェクト専門家及びカウンターパート 

④ 直接観察 ペチャブリ県の職能グループ及び農業協同組合（フッカポン農協） 

 
２－３ データ分析方法 

２－２の方法で収集したデータの分析にあたっては、定量分析と定性分析を補完的に組み合

わせた。定量分析は、時間的・データ量的な制約から、文献・既存資料の定量データや質問票調

査の結果（定性データを定量化したデータを含む）を用いて単純集計を行った。定性分析では、

文献・既存資料、質問票、インタビュー、直接観察で得られた定性データを用いて、実施プロセ

スの検証や 5 項目評価の因果関係の分析などを行った。その際、できるだけ客観性を保つために、

複数のデータ収集方法を組み合わせるように留意した。なお、矛盾する定量・定性データが収集

された場合には、その後の先方関係機関との協議の際に内容の確認や再収集を依頼し、データの

精査を行った。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績、アウトプットの実績 
３－１－１ 日本側の投入実績 

（1）長期専門家派遣 
1 名の長期専門家が 3 年にわたって派遣された。指導科目名は「組合組織運営」である。 

 
（2）短期専門家派遣 

全体で 9 名の短期専門家が 6 分野において派遣された。派遣回数は 23 回、全体で

31.5MM となった。詳細は、付属資料「１．ミニッツ」の“Form-1”を参照のこと。 
 

（3）機材供与 
日本側より供与された機材はなく、すべて必要な機材はタイ側で準備を行った。 

 
（4）研修員受入 

各年 23 名の研修員（職能グループリーダー、農協、CPD 職員からなる）が選定され、

2009 年 12 月時点で、69 名の研修員が本邦研修に参加した。研修員氏名、研修内容等の

詳細は、付属資料「１．ミニッツ」の“Form-3”を参照のこと。 
 

（5）プロジェクトコスト（在外事業強化費） 
2009 年 12 月時点における投入は表３－１のとおりである。 

 
表３－１ プロジェクトコスト （単位：1,000 円）

年 度 2006 2007 2008 2009 合 計 

在外事業強化費 約 100 約 5,800 約 6,800 約 6,200 約 18,900

 
３－１－２ タイ側の投入実績 

（1）カウンターパート 
組織運営・生活改善・商品開発・マーケティング・財務管理・人材育成・産地形成の

各分野についてカウンターパートが付属資料「１．ミニッツ」の“Form-5”のとおり配

置され、プロジェクト活動にあたった。 
 

（2）研修コースの実施 
タイ国内における研修の経費については表３－２のとおり支出された。また、研修の

詳細については、付属資料「１．ミニッツ」の“Form-7”を参照のこと。 
 

表３－２ タイ側負担経費 （単位：バーツ）

年度（タイ） 2006/2007 2007/2008 2008/2009 合 計 

全体金額 3,554,600 3,400,000 3,519,600 10,474,200 

うち研修経費 2,945,000 2,945,000 2,627,798 8,517,798 
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（3）施設・設備の提供 
タイ側より専門家の執務室、その他必要な施設等が適切に提供された。 

 
３－２ プロジェクト目標の達成度 

３－２－１ 成果の達成度 
PDM 指標に基づく各成果の達成度は以下のとおり。 

 
（1）成果 1 ：「対象グループに関するニーズ及び現状分析調査が実施される」 

指 標 ：プロジェクト開始後 1 年で、対象グループに関するニーズ調査結果とその分

析が取りまとめられる。 
成果 1 は達成された。  
研修参加グループの選定後、CPD は毎年 75 県及びバンコク都の 2 地区（合計 77 グル

ープ）の参加グループに対して、グループの現状、課題、将来計画等を記載した報告書

の提出を依頼し、ニーズ調査を行っている。これらの報告書を基に CPD はニーズを分析

し、研修プログラム作成、改善を行っている。ゆえに、成果１は達成されたと判断され

る。 
 

（2）成果 2 ：「研修プログラムが策定される」 
成果 3 ：「リーダー育成研修が実施される」 
指 標：研修に参加したリーダーの 60％以上が、プロジェクトで行われた研修内容に

満足する。 
成果 2 及び 3 は達成された。 
2009 年 10 月に JICA タイ事務所は CPD の協力の下、インパクト調査を実施した。調

査のなかで、40 名のグループリーダー（研修参加者）に対して研修内容への満足度を質

問したところ、44.2％の参加者が「非常に満足」、23.3％が「満足」と回答した（表３－

３）。合計 67.5％の参加者が研修の内容に対して満足していることから、成果 2 及び 3
の指標（60％）は達成されたと判断される。 
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表３－３ 研修科目ごとの満足度 

満足度 
研修科目 
（平均） 大変満足（5） 満足（4） 普通（3） あまり満足

せず（2）
不満足

（1） 
不参加 合計 

生活改善 
（4.18） 

18 
（45.0%） 

10 
（25.0%）

11 
（27.5%） 

0 
（0.0%） 

0 
（0.0%） 

1 
（2.5%） 

40 
（100%）

マーケティング 
（4.37） 

21 
（52.5%） 

13 
（32.5%）

6 
（15.0%） 

0 
（0.0%） 

0 
（0.0%） 

0 
（0.0%） 

40 
（100%）

商品開発 
（4.36） 

20 
（50.0%） 

13 
（32.5%）

6 
（15.0%） 

0 
（0.0%） 

0 
（0.0%） 

1 
（2.5%） 

40 
（100%）

人材育成 
（4.43） 

20 
（50.0%） 

10 
（25.0%）

5 
（12.5%） 

0 
（0.0%） 

0 
（0.0%） 

5 
（12.5%） 

40 
（100%）

財務管理 
（4.32） 

15 
（37.5%） 

8 
（20.0%）

4 
（10.0%） 

1 
（2.5%） 

0 
（0.0%） 

12 
（30.0%） 

40 
（100%）

本邦研修 
（4.70） 

5 
（12.5%） 

2 
（5.0%） 

0 
（0.0%） 

0 
（0.0%） 

0 
（0.0%） 

33 
（82.5%） 

40 
（100%）

合 計 
（4.35） 

99 
（44.2%） 

56 
（23.3%）

32 
（13.3%） 

1 
（0.4%） 

0 
（0.0%） 

52 
（21.7%） 

240 
（100%）

 
また、以下の図３－１、図３－２はインパクト調査のなかで、研修の満足度と活用度

を質問した回答をグラフにしたものである。双方のグラフにおいて、「コミュニティグル

ープ」（職能グループ）の示すトレンドは他に比較して極めて安定していることが分かる。

これは、研修のプログラムがコミュニティグループに対して適するものであったことを

示すものである。以上のことからも、ニーズ調査に基づき研修プログラムを策定し、研

修を実施する一連の活動が適切に行われていたことを示している。なお、他の研修受講

者の満足度・活用度が研修項目で大きく変動しているが、これについては下記の「４－

１－３ 効率性」で詳述する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１: 研修の満足度
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図３－１ 研修の満足度 
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（3）成果 4：「対象グループが活動のモニタリング及び CPD 県事務所にフィードバックで

きるようになる」 
指 標：育成されたグループリーダーの率いるグループの 50％が、1 年間自らの活動

のモニタリングを継続し、結果を報告する。 
成果 4 は達成された。 
グループ活動のモニタリングは、2008 年までは四半期に 1 度、そして 2009 年からは

毎月実施された。四半期モニタリングでは 21 項目、月次モニタリングでは７項目につい

てモニタリングが実施された。2008 年には 76 グループ、2009 年は 77 グループのモニタ

リングが行われた。2007 年については、四半期モニタリングが実施されていたが、調査

時点でデータを確認することはできなかった。76 グループ（2008 年）、77 グループ

（2009 年）という実績を踏まえ、50％という指標は達成されたと判断される（全体母数

は 2008、2009 年ともに 77 グループ）。 
しかし、上記モニタリングは、グループ自らではなく、CPD の県事務所を通じて行わ

れている。インパクト調査においては、農村のコミュニティにてグループへのヒアリン

グを行っているが、教育レベル等の問題からグループによっては十分な情報を提供でき

なかったことが指摘されており、こうした事情もあることから CPD 職員がグループの代

わりにモニタリングを行っている。農民グループを対象の 1 つにプロジェクトを実施す

るようなケースにて、本プロジェクトのように農民グループの活動モニタリング等のシ

ステマティックなアクションを実施する際は、農民自身だけではなく行政サイドも絡め

たシステムとして設定することが現実的であったと考えられる。他方で、研修の効果を

継続的に把握するという、成果 4 の本質的な目的は達せられている。したがって成果 4
は実質的に達成されているものの、プロジェクトのデザインの段階でグループのキャパ

シティを考慮した設計とすることが望まれた。 
 

図２: 研修の活用度
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（4）成果 5：「すべての関連機関が実施する研修等の対象グループが必要とする情報が県事

務所に整備される」 
指 標：プロジェクトの終了時に、対象グループの 30％以上が、CPD 県事務所に整備

された各種情報を活用した経験がある。 
成果 5 は達成された。 
CPD は 2008 年及び 2009 年に質問票調査を実施している。この調査は、CPD が実施す

る研修参加者に対して、研修への満足度や、研修成果の活用度合い等を質問票を通じて

聞いたものである。2008 年の調査は 2007 年と 2008 年の研修参加者に対して、2009 年の

調査は 2009 年の研修参加者に対して実施された。この調査によれば、全体で 91 のグル

ープが CPD 県事務所から情報を受け取ったと回答しており（2008 年の調査では 49 グル

ープ、2009 年の調査では 42 グループ）、42.5％のグループ（質問票回答数 214 グループ

中、91 グループ）が情報を受け取ったこととなる（表３－４）。したがって成果 5 の指

標は達成されたと判断される。なお、PDM の成果 5 において「すべての関連機関（英文

では、“all agencies”）」との表現がされているが、すべての機関（=all agencies）の情報を

集めるのは現実的には無理であり、「すべての関連機関（all agencies concerned）」との理

解の下、評価を行った。PDM 作成の際は、言葉の使い方について留意すべきである。 
 
 
 
 
 
 

 
（5）成果 6 ：「日本で研修を受けたリーダー及び CPD・農協の職員がプロジェクトの研修

講師等の人的資源となる」 
指 標：日本で研修を受けたリーダー、CPD 職員及び農協職員の 50％以上が、タイ国

内研修の講師として活用される。 
成果 6 は評価時には達成されていないが、終了時までには達成されるものと推測され

る。 
2007 年度に本邦研修に参加したリーダー及び職員 23 名のうち、15 名がタイにおける

研修のリソースパーソンとして役目を果たしている。同様に、2008 年度については 23
名中 7 名がリソースパーソンとなっており（付属資料「１．ミニッツ」の“Form8”）、
合計 47.8％が講師として活用されている（表３－５）。したがって評価時点では、数字

上はわずかに指標（50％）に届かず、達成されてはいない。これは、CPD が実施するリ

ーダー向けの研修において、日本研修参加者による研修科目は 3～4 科目と限られており

（付属資料「１．ミニッツ」の“Form8”）、研修時間も限られていることにも原因があ

る。ゆえに、研修科目を増やす（例えば、リーダーシップ、商品開発など）、あるいは研

修時間を延長する等の措置を通じて、日本研修参加者の講師の機会を増加させることが、

望まれる。 
※なお、2009 年度の本邦研修参加者については、評価実施直前の、10 月下旬に日本から帰国したばかりであり、

評価対象からは除外している。

表３－４ 質問票調査結果（CPD 県事務所情報活用状況） 

質問票調査（年） 2007・2008 2009 Total 

回答数 151 63 214 

正の回答数 49 42 91 

比率（％） 32.4% 66.7% 42.5% 
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表３－５ 研修講師の比率 

本邦研修参加年度 2007 2008 Total 

本邦研修参加者数 23 23 46 

リソースパーソンの数 15 7 22 

比率（％）   47.8% 

 
（6）成果 7 ：「対象グループのネットワークが構築される」 

指 標：研修に参加したリーダーの 40％以上が、他のグループとのネットワーク活動

を実施する。 
成果 7 は達成された。 
CPD は、グループ間のネットワークの構築を促進するため、CPD 県事務所を通じてネ

ットワーク会合を開催している。CPD が実施した質問票調査によれば、回答のあった

214 グループのうち 127 グループが県のネットワーク会合に参加している（2008 年の質

問票調査の 65 グループ、2009 年の質問票調査の 62 グループ：表３－６）。ゆえに、

59.3％のグループがネットワーク活動を改善しており、成果 7 は達成されたと判断され

る。 
 

３－６ 質問票調査結果（ネットワーク活動） 

質問票調査（年） 2007・2008 2009 Total 

回答数 151 63 214 

正の回答数 65 62 127 

比率（％） 43.0% 98.4% 59.3% 

 
３－２－２ プロジェクト目標の達成度 

PDM 指標に基づくプロジェクト目標の達成度は以下のとおり。 
プロジェクト目標：「農村地域における生活改善と所得向上のためのグループリーダーが育

成される」 
指 標：育成されたグループリーダーの 50％以上が、そのメンバーに新しい知識と技術を

伝える。 
研修参加者に対する CPD の質問票調査によれば、研修に参加したグループリーダーのなか

で、質問回答 214 名中、150 のグループリーダー（＝70.1％）が研修で得た知識を他のメンバ

ーに伝えている（表３－７）。質問回答票によれば、研修参加後、メンバーを集めたミーティ

ングを開催し、研修の内容をメンバーに伝えている。また、専門家がグループを訪問した際

に、メンバーが共同で作業する過程で、研修参加者が研修の内容を伝えているケースがしば

しば観察されたとのコメントもあった。ゆえに、プロジェクト目標は達成されたと判断され

る。 
 

 
 



－12－ 

表３－７ 質問票調査結果（知識伝達） 

質問票調査（年） 2007・2008 2009 Total 

回答数 151 63 214 

正の回答数 102 48 150 

比率（％） 67.5% 76.2% 70.1% 

 
３－３ 実施プロセスにおける特記事項 

３－３－１ 活動の実績 
本プロジェクトは、全体としてはおおむね計画どおり実施された（カウンターパートの認

識も質問票調査で確認）。部分的には、付属資料「１．ミニッツ」の“Annex-2”に示した活

動計画（Plan of Operation：PO）と比較すると、幾つかの活動で遅れが見られるが、これらに

対しては、長期専門家や 2008 年 8 月に派遣された運営指導調査団が対処した。 
 

３－３－２ プロジェクトのマネジメント体制 
プロジェクトの全体管理については、R/D では 1 年に最低 1 度タイ側と日本側の共同でミー

ティングが開催され、下記の議題が協議されることになっていた。 
① 全体の進捗や成果のレビュー 
② プロジェクトと関連する、もしくはプロジェクトから生じた大枠の課題についての意見

交換 
③ 必要に応じて、活動計画の修正を行う 
実際には、日本側は JICA タイ事務所が CPD と年に最低 2 回会議を実施し、タイ側（CPD）

は、プロジェクトの進捗をモニタリングするために、四半期ごとに内部会合を実施した。PO
がより活用されていれば、頻度的にも方法論的にもモニタリングの質を高めることが可能だ

ったと思われる。 
 

３－３－３ カウンターパートのオーナーシップ 
カウンターパートの多くは、多忙なスケジュールや一部所属部内での理解不足にもかかわ

らず、プロジェクト活動の実施に対するモチベーションは高かった。量的視点からカウンタ

ーパートの人数は、マーケティングや商品開発などの指導分野ごとに大きく異なっており、

分野によっては、その人数が少ない場合、技術移転の範囲が限定されることもあった。一方

質的視点から、商品開発分野においては、指導的な立場にあるカウンターパートが、意識的

に短期専門家から学んだことを他のカウンターパートとも情報共有しており、県事務所を含

めた CPD 内で普及するために、CPD のウェブサイトでもそれらの情報を公開するなど、活動

に積極性がみられた。 
 

３－３－４ 専門家とカウンターパートの関係 
短期専門家とカウンターパートのコミュニケーションには、基本的に通訳が必要であった。

これは、タイ側の要請内容と関係するが、英語力が短期専門家の選抜条件に含まれていなか

ったことによる（英語よりも、現場における深い経験を求めていたもの）。これにより、プロ



－13－ 

ジェクトの 1 年目は両者間のコミュニケーションに支障があったものの、2 年目以降は、プロ

ジェクトは通訳の配置を工夫するなどして対応した。カウンターパートの多くは、短期専門

家の英語力不足を大きな障害とはみなしていなかった。その理由としては、短期専門家のコ

ミュニケーションに係る困難以上に、技術移転が献身的かつ実質的だったということが挙げ

られる。また、カウンターパートの側も、短期専門家が現地活動を効果的・効率的に実施で

きるように、長期専門家を通じて、事前に短期専門家とコンタクトを取る者もいた。 
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第４章 評価結果 
 
４－１ ５項目ごとの評価 

４－１－１ 妥当性 
本プロジェクトの妥当性は高い。 
プロジェクト目標「農村地域における生活改善と所得向上のためのグループリーダーが育

成される」と上位目標「農村地域において、育成されたリーダーの率いたグループがエンパ

ワーされる」は、タイ政府の「第 10 次農業開発計画（2007～2011 年）」における戦略の 1 つ

「農民や農民組織の能力強化」や、CPD の戦略計画（Strategic Plan）が掲げる戦略の 1 つ「協

同組合の発展のためのネットワークグループの促進と支援」との整合性が高い。また、日本

の ODA 政策の観点では、2006 年 5 月に策定された「対タイ経済協力計画」において、技術協

力の柱の 1 つである「持続的成長のための競争力強化」に位置づけられる。また、2009 年 8
月に公開されたローリングプランにおいては、開発課題の 1 つである「産業振興のための基

盤整備」のなかの「地域経済活性化プログラム」に位置づけられる。 
また、ターゲットグループについても、インパクト調査やフォローアップ調査の結果に示

されるように、研修ニーズと研修内容にギャップを感じる研修生もいるものの、研修の満足

度は高いことから（表４－１）、プロジェクトは彼らのニーズに合致していると判断される。 
 

表４－１ 研修分野に関する満足/不満足の理由（グループリーダー） 
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４－１－２ 有効性 
本プロジェクトの有効性は以下の理由から全体として高いと判断できる。 
３－２で述べたとおり、成果 1～7 のうち、成果 6 に未達成の部分があるものの、プロジェ

クト目標はプロジェクト終了時までに達成される見込みである。プロジェクト目標と成果の

因果関係については、詳細に分析すれば、成果 5 の必要性等、若干の非論理性が考えられる

ものの、残りの成果 1～4 及び 6～7 はプロジェクト目標であるリーダー育成に対して必要か

つ十分であり、全体としては問題ないと考えられる。 
有効性を高めた促進要因については、CPD 局長がプロジェクト活動に対する理解があり、

プロジェクトの実施を支援したこと、CPD のカウンターパートが献身的にプロジェクトに取

り組んだことが挙げられよう。特に後者については、生活改善分野に代表されるよう、短期

専門家の圧倒的な技術力が CPD のカウンターパートを少なからず刺激し、献身的な取り組み

につながったことが考えられる。また、インパクト調査では、グループ活動の開始・促進に

あたっての利点と障害がグループリーダーから挙げられているが（表４－２）、これらは有効

性の促進・阻害要因と考えられる。 
 

表４－２ グループ活動の開始・促進にあたっての利点と障害 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４－１－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性はおおむね高いと判断できる。計画された活動は成果 1～7 を産出

するのに十分であったが、幾つかの活動（例えば成果 5 の活動）は必要不可欠ではなかった

と思料される。 
日本人専門家の派遣はおおむね適切であったと考えられるが、例外として、短期専門家の

派遣期間が技術移転には短すぎた、という意見がカウンターパートからあがった。これは、

CPD からの要件（知識・技術や実績を伴う経験）を満たす人材の派遣のためには避けられな

かったと判断される。また、プロジェクトの早い段階では、短期専門家の専門分野がタイ側
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の期待と合わないケースが散見されたが、プロジェクト後半では、日本側の尽力によりこの

点は改善された。 
タイ国内研修については、インパクト調査の結果から、満足できる水準であったと考えら

れる。多くの研修生が研修効果は高かったと評価しているが、以下のような意見もあげられ

た。 
① CPD のカウンターパートの多くが、研修生が多すぎると感じていた（毎年 200 名以上）。 
② インパクト調査によれば、研修の満足度と学んだ知識・技術の活用度に乖離があるとの

声もあった。タイ国内研修の参加者は、職能グループのリーダー、協同組合の職員、

CPD の県事務所スタッフの混合であったため、それぞれの職務に対してすべての科目

が活用できるわけではなかったことが考えられる。 
③ 研修生の選定基準や選定プロセスに関して、選ばれた研修生に対する説明を含め、一般

公開が徹底されていなかった。表４－３に示すように、研修生の選定基準は毎年修正さ

れ変化してきているが、これについても周知されていなかったと思われる。 
 

表４－３ 研修生の選定基準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本邦研修についても、インパクト調査やフォローアップ調査の結果から、研修生の満足度

が高かったことから、おおむね適切に実施されたと判断される。また、CPD 側は、毎回前年

の本邦研修の経験を生かして、研修計画の調整、研修生の参加促進、研修生間での学びの共

有、それらを生かしたアクションプラン作成指導などを積極的に行った。一方で、本邦研修

の改善のために、研修生の選抜方法や研修内容に関する意見もあがった（Q&A セッションの

時間が短かった、2007 年と 2009 年の研修については視察した市場の種類が限られていたな

ど）。 
 

４－１－４ インパクト 
本プロジェクトでは、既に幾つかの正のインパクトが発生している。それらのなかには予

期されたインパクトと、予期されていなかったインパクトが混在している。 
プロジェクト目標は、３－２で述べたようにプロジェクト終了までには達成される見込み

であり、リーダーの育成がひいてはグループ・メンバー一人ひとりのエンパワーメントにつ

ながりグループ活動の活性化につながることから、上位目標とプロジェクト目標は因果関係

の観点から関連しているといえる。しかしながら、農村コミュニティ開発の観点からみると、
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育成されたグループリーダーの発展と農村地域における知識の普及は、今後も引き続き CPD
によるサポートが重要になるものと思われるが、CPD は継続的にサポートをする意向であり、

上位目標は達成の見込みは高い。 
経済的なインパクトとして、インパクト調査によると、研修を受けたリーダーが率いたグ

ループの 50％が、タイ経済の停滞にもかかわらず、収入を向上させている（表４－４）。特に

日本研修を受けたグループリーダーの能力向上は高く、7 割が増収を実現し、また他グループ

への普及も多様に行われている。 
 

表４－４ 研修を受けたリーダーが率いたグループの収入 

 
 
 
 
 
 
 

政治的なインパクトとしては、政策レベルでは大きな影響は出ていないが、生活改善のカ

ウンターパートが新しいプロジェクトを提案し、予算も承認されている。また、CPD は同分

野のシニアボランティアを要請し、既に派遣されている。 
予期されなかったインパクトとしては、以下が挙げられる。 
① 商品開発分野のカウンターパートが、プロジェクトから学んだことを CPD のウェブサ

イトにアップするなど広く普及させる取り組みを行っている。 
② 本邦研修の参加者により、ファーマーズマーケットが以下 3 つの協同組合で立ち上がっ

ている。 
・ Phetchaburi 県 Hukrapong 農業協同組合（2008 年開始） 
・ Nakhon Ratchasima 県 Lam Phura Phloeng 農業協同組合（2009 年 1 月開始） 
・ Nakhon Ratchasima 県 Chum Phuang 農業協同組合（2009 年開始） 

③ 人的資源開発分野において、1 つの協同組合で HRD University が始まっており、他の 2
つの共同組合で開講を計画中である。 

・ Nakhon Ratchasima 県 Lam Phura Phloeng 農業協同組合（2009 年 11 月開始） 
・ Chanthaburi 県 Khao Khitchakut 農業協同組合（計画中） 
・ Chonburi 県 Suppanimit サービス協同組合（計画中） 

④ プロジェクトを通して、職能グループ・協同組合・CPD の間のコミュニケーション、

関係性、連携関係が改善されている。 
また、調査団の現地視察によれば、プロジェクトで研修を受けたグループリーダーたちは、

「衛生観念」や「食の安全」に関する意識を高めてきており、家庭で食する無農薬野菜を栽

培するなどの機運に結びついている。また、そうしたグループリーダーに率いられた職能グ

ループは、地域貢献、社会貢献まで活動範囲を広げる意欲が生まれてきており、若者と高齢

者の交流の場づくり、地域の診療所や学校への寄付、健康管理活動などを実施している。 
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４－１－５ 自立発展性 
本プロジェクトの自立発展性は、財政面及び技術面が充足されれば確保されると判断され

る。 
 

（1）政策面 
リーダー育成研修は CPD の戦略計画と、そしてグループ振興はタイの第 10 次農業開発

計画との整合性が高い。したがって、職能グループのリーダー研修に対する政策面での

支援は継続されていく可能性は高い。 
 

（2）組織面 
CPD は、協同組合及び農民組織の発展・振興を所掌し、3,200 人の人員体制で業務を行

っている。各県に CPD 県事務所をもち、農民グループの支援も展開している。CPD は、

プロジェクト終了後も、プロジェクトの実施から得られた経験を活用して、研修活動を

継続していく体制・能力を備えている。CPD はプロジェクト以前も独自で研修を実施し

てきた経験と実績を備えており、プロジェクトによって充実化された研修は継続されて

いくと考えられる。 
 

（3）財政面 
CPD は、残り 1 年のプロジェクト期間のための予算を独自に確保するために、具体的

なアクションを起こしており、2011 年度（タイの会計年度）の計画案づくりも開始され

ている。2011 年度以降の予算は、国家レベルの政策に左右されるものの、確保される可

能性が高いと考えられる。 
 

（4）技術面 
CPD は既に活動継続のために動き出しているが、カウンターパートのなかには、CPD

内の技術力不足（商品開発やファーマーズマーケットのノウハウ等）を指摘する声もあ

った。成果 6 の実績の部分で述べたように、元研修生の 47.8％がリソースパーソンとし

て CPD の研修に活用されているが、元研修生のすべてがリソースパーソンになれるわけ

ではないということも技術面からみた自立発展性に不安を残している。また、リーダー

についても、同様にリソースパーソンとして活躍している人数はすべてではなく、同様

のことがいえる。今後は、相互技術移転に努めることが望まれる。 
 

（5）社会面・文化面 
プロジェクトでは、生活改善促進分野において、健康管理や高齢者福祉がトピックと

して含まれているが、昨今急激に進む高齢化が大きな問題となっているタイにおいて、

右分野に対するニーズへの要求が高まっており、活動を後押しする要素があることから、

社会面・文化面でプロジェクトの自立発展性に貢献する要素があるといえる。また、経

済・社会開発における女性の役割の重要性が高まったという意見も、カウンターパート

への質問票結果にみられた。 
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４－２ 効果発現に貢献した要因 
短期専門家について極力同じ人物を繰り返し派遣すべく心がけたことにより、双方の人間関

係構築や意思疎通の円滑化につながった。これによる短期専門家とカウンターパートの良好な人

間関係がプロジェクト活動を円滑に推進するために効果的であった。 
 
４－３ 問題点及び問題を惹起した要因 

当初、タイ側カウンターパートとの意思疎通に関して言語の壁が存在したが、通訳の配置や、

前述の措置をとったことにより、最終的には阻害要因とはならず、円滑にプロジェクトが運営さ

れた。 
 
４－４ 結 論 

本プロジェクトは、PDM の目標・成果・活動間に論理性に欠く部分があったものの、研修を

受講した職能グループリーダーが得た知識/技術を普及したこと、及びその後のネットワーク化

で生産者連携も強化された結果として、プロジェクト目標である職能グループリーダーの能力向

上が達成された。職能グループリーダーの CPD 研修は受講者に高く評価されている。その中核

リーダーを育成した日本研修についても、受講分野の評価に多少の高低はあるが、おおむね研修

内容は高く評価されている。特筆すべきインパクトとして、CPD 研修を受講したリーダーのグ

ループは、不況下でも 5 割は増収を成し遂げるという高い業績をあげた。特に日本研修したグル

ープリーダーの能力向上は高く、7 割が増収を実現し、また他グループへの普及も多様に行われ

ている。これら受講者は CPD 研修で講師も勤めている。CPD 研修計画では、日本研修はないも

のの、残るプロジェクト期間の間に更に 1 シリーズの研修を実施予定である。一方、持続性の観

点からは、職能グループリーダー研修に係る CPD の講師人材育成が実施された。すなわち 6 分

野すべてでマニュアル整備とカウンターパートの能力強化がなされ、各分野のカウンターパート

の少なくとも 1 名は既に研修講師として稼動した実績がある。しかし、プロジェクトの持続性の

観点から、カウンターパートの一部に能力不足が自覚されていることと人事異動の問題について

留意すべきである。後者は、プロジェクトで得た知識・技術を後任に受け継ぐ十分な期間が確保

されないと、人事異動がプロジェクト効果の維持に影響するおそれがあることを示す。最後に、

1 年後にプロジェクトが終了したあとのことについて、プロジェクトで能力強化されたリーダー

の自立的発展とその知識/技術の地域コミュニティ全体への波及を促進するために、これら研修

を受講したリーダーの奨励的・資金的・技術的支援システムの構築を考慮すべきと結論した。 
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第５章 提言と教訓 
 
５－１ 提 言 

上位目標達成の強化に向けて、次の提言を行う。 
① CPD は、日本研修参加者が CPD 研修講師となり、日本で得た知識を職能グループに対す

る研修で普及する機会の増加に努める。 
② CPD は、技術移転された知識/技術の維持に人事異動が影響しないように、引き継ぎ期間

の確保を考慮する。 
③ CPD カウンターパートは、一部にある能力不足を補うために CPD 職員同士の相互技術移

転に努める。 
④ JICA は、より実務的な研修計画が作成されることを前提として、プロジェクト最終年に

おける CPD の研修努力を支援・強化するため、日本研修を更に 1 回追加することを考慮

する。実務的研修計画は、職能グループ・農協・CPD の各機関の目的・役割・ニーズの

相違を考慮して研修細目が決められたものをめざすべきである。 
⑤ CPD は、プロジェクトで能力強化されたリーダーの自立的発展とその知識/技術の地域コ

ミュニティ全体への波及促進を目的として、これら研修受講したリーダーに対し、引き

続き研修や現場訪問等を通じたサポート等の奨励的・資金的・技術的支援システムの構

築を考慮すべきである。 
 
５－２ 教 訓 

① 成果の達成度（成果 5）及び 5 項目評価（有効性）にて触れたとおり、PDM の目標・成

果・活動間の手段（Mean）－目的（Ends）関係について、論理性と用語法をより詳細に

検討すべきであった。 
② PDM の有効性が示唆する目標達成度について、対象グループの潜在的能力をより正確に

調査すべきであった。本ポイントは、成果 4 でも記載したが、農民グループを対象の 1
つにプロジェクトを実施するようなケースにて、本プロジェクトのように農民グループ

の活動モニタリング等のシステマティックなアクションを実施する際は、農民自身だけ

ではなく行政サイドも絡めたシステムとして設定することが現実的であろう。 
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